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くしているし，実施しても成功する確率を低めている。現に，1970 年代に ASEAN が行った共
同工業プロジェクト，1970-80 年代にマレーシア，インドネシア，フィリピンが行った鉄鋼業保































 2017 年にベトナムでは 1147 万トンの粗鋼が生産された 5。初めて 1000 万トンを突破し，世
界では第 18 位の生産量を持つ国になった。2016 年は 781 万トンだったので，一気に 300 万トン
以上伸びたことになる。これは，後で紹介するように，ベトナム初の大型一貫製鉄所が稼働した
からである。世界第 1 位の中国は 8 億 3170 万トン，2 位の日本が 1 億 470 万トンであるから
(World Steel Association[2018])，それらに比べると生産規模は小さい。しかし，図 １を見るとわ
かるように，アセアン主要 7 か国の中では最大規模に達している。ベトナムの経済規模はこの
中で最も小さく 6，鉄鋼生産も 1990 年代には最下位だったことを考えると，急速な発展を遂げ
たことがわかる。なお，2017 年の鋼材消費は 2164 万トンと粗鋼生産を  
                                                        
4 1990 年代のベトナムについて，今岡・大野[1999]215 を参照。 
5 ベトナム鉄鋼業の生産，輸出入，消費量については，とくに断らない限り SEAISI[various years]による。 
6 World Bank Open Data. 
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 2016 年のベトナム鉄鋼業におけるマテリアル・フローを推定したものが図 ２である。
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図 ２ ベトナム鉄鋼業における推定マテリアル・フロー（2016 年） 
 



















































の欠落は 2017 年に大型銑鋼一貫生産が開始されたことによって大きく変革される。 












図 ３ ベトナムにおける条鋼の生産，輸出入，消費 
 





図 ４ ベトナムにおけるビレットの生産，輸出入，消費 
 
出所：SEAISI [various years]より作成。 
 
 
図 ５ ベトナムにおける表面処理鋼板類の生産，輸出入，消費 
 




図 ６ ベトナムにおける冷延鋼板類の生産，輸出入，消費 
 
出所：SEAISI [various years]より作成。 
 
図 ７ ベトナムにおける熱延鋼板類の生産と輸出入 
 
出所：SEAISI [various years]より作成。 
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 図 ３から図 ７を見ると，赤松要や小島清が唱えた雁行形態の理論によくあてはまっている

















ている品種の鋼材輸入にかけている関税は 15％以下（MFN 平均）に過ぎない 7。中国からの輸
入が急増した場合には，セーフガードで対応している。基本的に貿易自由化の下で，輸入品と競
争しながら国際品の生産を伸ばしてきたのである。 
 そこで問題は，この発展をどのような企業が担ったかである。表 １は，条鋼部門における 2016
年現在の主要企業である。販売高のトップは民間企業のHoa Phat Group(HPG)である。そし 
て市場シェアは，Vnsteel 傘下の国有企業が 21.1％，民間企業が 44.7%，Vnsteel と外資の合弁企
業が 17.5％，外資企業が 16.7％である（VSA [2017]）。また表 ２は，鋼板部門における 2016 年
現在の主要企業である。販売高のトップは表面処理鋼板では民間企業のHoa Sen Group（HSG），
冷延鋼板では外資（韓国）のPOSCO Vietnamである。市場シェアは，表面処理鋼板市場ではVnsteel
傘下の企業が 2.5%，Vnsteel と外資の合弁企業が 8.2%，外資企業が 22.6%，民間企業が 66.7%で





                                                        














Pomina 民間 南部 電炉 棒鋼・線材 969 11.9%









POSCO SS VINA 外資（韓国） 南部 電炉 棒鋼・形鋼 561 6.9%
SSC Vnsteel 南部 電炉 棒鋼・線
材・形鋼
466 5.7%
Viet Duc 民間 北部 棒鋼・線材 326 4.0%
Vietnam Italy 民間 北部 電炉 棒鋼・線材 291 3.6%
SSE 外資（ｵｰｽﾄﾗﾘ
ｱ）
北部 棒鋼・線材 278 3.4%
Kyoei Vietnam 外資（日本） 北部 棒鋼・線材 274 3.4%
Sheng Li 外資（中国） 北部 電炉 棒鋼 250 3.1%
VSC-POCSO Vnsteel外資合弁
（韓国）
北部 棒鋼・線材 238 2.9%
Vinausteel Vnsteel外資合弁
（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ）
北部 棒鋼 238 2.9%
DANA-Y 民間 中部 電炉 棒鋼・線材 196 2.4%
Natsteelvina Vnsteel外資合弁
（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）
北部 棒鋼・線材 158 1.9%































Hoa Sen 民間 南部 逆転式 GI,GL PPGI, PPGL 内部使用 914 32.3%
Nam Kim Steel 民間 南部 逆転式 GI,GL PPGI, PPGL 内部使用 420 14.8%
Ton Dong A 民間 南部 逆転式 GI,GL PPGI, PPGL 内部使用 365 12.9%
- 523 -
- 内部使用 268 9.4%
Maruichi Sun






南部 - GI,GL PPGI, PPGL - 232 8.2%
Dai Thien Loc 民間 南部 逆転式 GI,GL PPGI, PPGL 2+内部使
用
96 3.4%










南部 - GI,GL PPGI, PPGL - 64 2.3%
POSCO Viet Nam 外資（韓国） 南部
タンデム,
CAL - - 1045 - -
Phu My Flat Steel Vnsteel 南部 逆転式，BAL - - 193 - -














その他の企業 0 1 0.0%






























てきた。市場経済化と対外開放を目指すドイ・モイが始まった後，1990 年に Vietnam Steel 













 ここにおいて，Vnsteel は当時筆者も参加していた JICA の市場経済化支援プロジェクトの意
見も参考にしながら（日越共同研究貿易産業部会日本側メンバー[2001]），現実的な発展計画を









Nguyen Iron and Steel (TISCO)の拡張工事は，2007 年に開始されて 2010 年に完工するはずであっ
たが，2018 年現在も工事が止まったままである。投資費用は 2 億 3700 万ドルのはずだったの
が，約 4 億ドルに膨れ上がり，その半額はすでに支出されている。そして，中国のエンジニアリ
                                                        




型高炉企業を保有するViet-Trung Metallurgy and Mineral （VTM）も，2006 年にライセンスを取
得し，2008 年までに第 1 期工事を終えるはずであったが，実際に稼働したのは 2014 年であっ






POSCO Vietnam と台湾・日本資本合弁のChina Steel Sumikin Vietnam (CSVC)は，大型冷間圧延機







 一つは，ベトナム政府は Vnsteel を特別に支援はしなかったという意味である。政府は造船業
などいくつかの産業では国家経済集団（SEG）を編成して国有企業の大型化を図ったが（Vu-
Thanh[2017]87），鉄鋼業に対してはこのような措置を実施しなかった。 
 ベトナム政府の鉄鋼業マスタープランは 2001 年以後，4 回発表されているが，最初のプラン
においては，産業建設はVnsteel か，同社と外資の合弁企業によってなされるべきとされていた








分に行わなかったということである 9。Vnsteel は 2011 年 9 月に株式会社化されたが，その際の
政府保有比率は 90％であった。しかも，売り出された 9.7％についても買い手が集まらなかった。
その後，29％について戦略投資家の出資を仰ごうと，日本の新日鐵住金を含めて多くの鉄鋼企業
                                                        
9 この段落の記述は，川端[2017]20-21 を参照。 
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に打診したが，すべて断られた。結局，2017 年現在，商工省が 93.93％を保有したままである。 
























するレイアウトが整えられた。内容積 380m3，520m3，580m3 の 3 基の高炉を備えており，粗鋼




                                                        
10 この段落の記述は，とくに断らない限り川端[2016]84-86 に基づく。 
11 ホアファット製鉄所のスペックについては，2018 年 8 月の HPG インタビューによる。 
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り，2018 年には鋼板の冷間圧延，亜鉛めっき工場を稼働した 12。 
 一方，表面処理鋼板類のトップ企業HSG は，町工場から始めて，販売代理店事業，カラー塗
装と亜鉛めっき，そして冷間圧延と，事業の後方統合を推進してきた 13。南部で創業したが，現
在は全国に工場を建設し，冷延 168 万トン，めっき 228 万トン，カラー塗装 66 万トンの能力を
保持している。他に鋼管，プラスチック管，プラスチック建材の工場を保有している(HSG [2016-
2017]34-35)。HSG は販売志向の企業である。流通・販売拠点を直営で保有しており，その数は






 HPG やHSG が用いた技術は，次に述べる外資企業のような世界標準技術を備えているわけで
はない。むしろ，逆である。 



















                                                        
12 HPG ウェブサイト ( http://www.hoaphat.com.vn/en/hoa-phat-steel-sheet-company-limited/ )。 





型イノベーションの端緒的なものである（Hart and Christensen [2002], Christensen et al. [2004=2014] 
Chap. 9, Christensen and Bever [2014]）。技術水準が高ければ競争で勝利するわけではない。人々が
「かたづけるべき仕事」へのソリューションを提供することがイノベーションを生み出すので
あり（Christensen et al. [2004=2014]），そのために企業は適切な技術とビジネスプロセスを採用す
べきなのである。 












チックグループ(Formosa Plastic Group=FPG)の 2 社を取り上げたい。 
 日本を本拠とする電炉メーカーである共英製鋼は，1994 年に Vnsteel との合弁により Vina 









のである。さらに， VKS は TV コマーシャル等を活用し，「日本の鉄」というブランドを確立
                                                        
14 ホアファット・ズンクワット製鉄所のスペックについては，2018 年 8 月の HPG インタビューによる。 





 Vnsteel からの配当要求が厳しく合弁企業の資本蓄積が難しかった中で，共英製鋼は VKS の
設備を継続的に改善していくことで生産能力を元の 1.5 倍に引き上げた。そして，2015 年には
電炉と新圧延ラインを設置して電炉企業になった。また，共英製鋼は北部では 2012 年から 2018
年にかけて地場の圧延企業 1 社と電炉企業 1 社を買収して，南北に事業を拡大した。現在，南
部のVKS が売上 4 位，北部では 10 位の Kyoei Vietnam に加えて 8 位のVietnam Italy を新たに買
収したところである。共英製鋼は地道な努力の積み重ねによってベトナム市場に定着し，条鋼部
門の発展に寄与してきたのである。 
 一方，鋼板分野での大型一貫製鉄所建設のための外資誘致は，難航した。まず Vnsteel がイン
ドのTata Steel と合弁で建設しようとしたが，挫折した。2000 年代後半にはいくつかのプロジェ
クトが発表されたが，いずれも実現に至らなかった（川端[2007]186-193）。台湾のTycoon Group
は過度に投資額を低く見積もって省政府から認可を得たが，建設工事はくい打ち段階で停止し
た。Eminence Group は総額 300 億ドルを超える製鉄所と都市建設の構想を公表したが，何の具





 最終的に実現したのが，台湾の FPG が出資する Formosa Ha Tinh Steel(FHS)のプロジェクトで
あった 16。FHS は中部のハティン省からライセンスを獲得して 2008 年に設立され，Vnsteel が
予定していた用地を取得した。FPG は鉄鋼業を営んだ経験を持たなかったため，後に技術吸収
のため台湾の中国鋼鉄，日本の JFE スチールから合計 30%の出資を仰いだ。FHS の投資額は 99
億 9600 万ドルであり，これまでベトナム鉄鋼業で行われたどのプロジェクトをも上回る規模で
ある。圧延工程は 2015 年に稼働を開始，高炉は 2017 年に火入れされた。FHS は粗鋼生産能力
707 万トンを備えており，これはベトナム全体の 3 割に達する。また，圧延能力はホットストリ
ップミル 520 万トン，線材圧延機 120 万トンである。ベトナムは 2016 年には熱延鋼板類の需要
1145 万 1000 トンをすべて輸入に頼っていたから，FHS はその 6 割強を輸入代替する能力を持
っていることになる。FHS の設備は世界で標準的なものであり，中国，日本，ドイツの，いずれ
も実績のあるエンジニアリング企業から調達している。 
 しかし，FHS は完工前に深刻な問題に直面した。2016 年の初め，中部沿岸で魚が 115 トンも
死亡するという事件が起こった 17。中部の漁業は大きな打撃をこうむり，市民は不安に陥れら
                                                        
16 この段落の記述は川端[2015]481-484 に基づく。 
17 この段落の記述は，Vietnam suffers 50 major toxic waste scandals in 2016, VnExpress, December 30 
( https://e.vnexpress.net/news/news/vietnam-suffers-50-major-toxic-waste-scandals-in-2016-3521238.html , 




ねばならない」と述べたことは世論を激高させた 18。その後，2016 年 6 月に FHS は責任を認め
て謝罪し，5 億ドルの補償金を支払った。政府による調査の結果でも，FHS が試運転中に放流し
た廃液が魚の大量死の原因と断定された。その後，FHS にライセンスを付与した過程や，天然
資源・環境省が FHS の問題点を事前に指摘できなかったことについて，政府に批判が集中した。 
 ベトナム経済・社会への適応という点では，共英製鋼と Formosa Plastic Group はいまのところ
かなりの違いを見せている。それは段階的アプローチと飛び越しアプローチの違いといってよ
い。 





















かし，ベトナムの中央・地方政府はこれらを適切に行えず，その結果，Tycoon や Vinashin のよ
うに問題あるプロジェクトが長期間，質の高い港となり得る沿岸部の土地を無駄に占拠すると
                                                        
( http://www.taipeitimes.com/News/front/archives/2016/07/01/2003650089 , retrieved on September 26, 2018)など
の報道に基づく。 
18 Rare rallies in Vietnam over mysterious mass fish deaths, Reuters, May 1, 2016 
( https://www.reuters.com/article/us-vietnam-formosa-plastics-environment-idUSKCN0XS0U6 , retrieved on 
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